
125学会誌「EICA」第 27 巻 第 2・3合併号（2022）

1．は じ め に

現在，全国の下水処理場（Wastewater treatment 
plants；WWTPs）で発生する汚泥の約半数の量は焼
却され焼却灰としてリサイクルされており，焼却プロ
セスは主要な汚泥処理方式の一つである。近年では人
口減少に伴い，汚泥発生量が減少している処理場も存
在する。これに伴い，焼却炉の設計能力に対して汚泥
の投入量が少ない処理場も存在する。その場合は焼却
プロセスでの補助燃料使用量を多くする必要があり，
下水処理場における温室効果ガス排出の一因となって
いる。下水汚泥焼却炉の補助燃料として主に利用され
ているものは，重油などの化石燃料や消化ガスがある。

従来の補助燃料とは別の余剰エネルギーもしくは代
替エネルギーを利用することができれば，温室効果ガ
スの排出を削減することができる。環境負荷が低い新
しい補助燃料としては剪定枝，木質ペレット等のバイ
オマスや廃プラスチック，廃タイヤ等の廃棄物由来の
固体燃料が想定される。本研究では，このような代替
燃料を次世代補助燃料と呼ぶ。

既往の報告において下水汚泥とその他の可燃物を混
焼し，補助燃料として代替した事例がいくつかある。
特に木質系バイオマスと下水汚泥の混合焼却について
は実際に運用された実績があり，間伐材である杉の

〈 研究発表 〉
全国の下水汚泥焼却プロセスにおける補助燃料使用および 

クリンカ発生状況の把握

谷 藤 渓 詩1），宮 本 豊 尚1），重 村 浩 之2）

高 岡 昌 輝3），岡 安 祐 司1）

1）（国研）土木研究所 材料資源研究グループ
（〒 305-8516 つくば市南原 1-6 E-mail : recycle-imarrc21@pwri.go. jp）

2）（前）（国研）土木研究所 材料資源研究グループ
（〒 305-8516 つくば市南原 1-6 E-mail : recycle-imarrc21@pwri.go. jp）

（現）国土交通省 国土技術政策総合研究所 下水道研究部 下水処理研究室
3）京都大学大学院 工学研究科 都市環境工学専攻 環境デザイン工学講座

（〒 615-8540 京都市西京区京都大学桂 C-1-3-461 E-mail : takaoka.masaki. 4w@kyoto-u.ac. jp）

概 要
焼却プロセスは主要な汚泥処理の一つであるが，その補助燃料は下水処理場における温室効果ガ

ス排出の一因となっている。本研究では，従来の補助燃料とは別の廃棄物由来等のエネルギーを利
用することを目指し，全国の下水処理場に焼却炉が設置されている公共団体を対象にアンケート調
査を実施して焼却炉の現状を調査した。負荷率の低い炉では補助燃料使用量が増加する傾向があっ
た。また，汚水処理において高度処理を行っている処理場のうち，流動床焼却炉フリーボード部を
高い温度で運用している炉はクリンカが発生しやすい傾向であった。
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チップを補助燃料として利用した事例1）がある。その
他にもおがくず2），微粉炭3, 4），建築廃木材5），木質バ
イオマス6, 7）および刈草8）について実証研究レベルで検
討された報告がある。また，プラスチック類を助燃材
として運転を実施している例9, 10）もある。混焼に関す
る既往の報告では，実運転や実証規模の炉において，
焼却システムが問題なく機能することと，その効果の
検証（特に補助燃料としての重油等の削減効果）が行
われてきた。

一方で，次世代補助燃料の利用を進めると，焼却炉
におけるクリンカ発生のリスクが懸念される。従来か
ら下水汚泥焼却炉におけるクリンカ生成についてはい
くつかの事例が報告11-13）されており，焼却炉の運転に
悪影響を及ぼすことが分かっている。クリンカの生成
は，脱水汚泥中に含まれるリンの濃度が，汚水処理に
おける高度処理の影響等で増加することにより焼却灰
の融点が低下し，灰や流動砂を結合させて塊状の物質
を生成することが一因と言われる。また木質バイオマ
スを燃料としているバイオマス発電所においてもクリ
ンカの発生が報告されているが，その原因物質として
カリウムの存在が指摘されている14）。

本研究では，次世代補助燃料の適用を目指す上での
基礎的知見となる下水汚泥焼却プロセスの現状を把握
するため，全国の下水汚泥焼却炉が設置されている公
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アンケート調査から次世代補助燃料の適用について，
以下の知見を得た。
① 設計能力に対して汚泥の供給量が少ない（負荷率
が低い）炉では補助燃料の使用が増加する傾向が見ら
れた。特に，設計能力が小さい焼却炉では負荷率が低
い傾向であった。消化汚泥を焼却している場合では負
荷率が高くても，補助燃料の割合が高い傾向であった。
焼却炉の規模が小さい処理場や消化によって汚泥の発
熱量が低くなっている場合については，特に次世代補
助燃料の適用が望まれる。

② 高度処理を行っている処理場では，流動床焼却炉
フリーボード部を高い温度で運用している炉ほどクリ
ンカが発生しやすい傾向が見られた。これはリンが影
響しているものと考えられる。次世代補助燃料を用い
た場合では他の元素（カリウム等）も影響する可能性
があり，適用にあたっては調査する必要がある。
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